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 2023年 3月期 決算のお知らせ  
 

2023年５月 29日 
 

会  社  名 
 

 上場取引所 非上場 
 
  URL https://www.chibagin-sec.co.jp/  
代  表  者 (役職名) 取締役社長  (氏名) 稲村 幸仁  

問合せ先責任者 (役職名) 経営企画部長 (氏名) 萩原 大樹 TEL (03)3660－4700    
 
定時株主総会開催予定日 2023年 6月 29日   
 
 (百万円未満切捨て) 

1. 2023年 3月期の業績（2022年 4月 1日～2023年 3 月 31日） 

(1) 経営成績 (％表示は対前期増減率)  

 営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2023年 3月期 3,985 (△39.0) 3,977 (△39.1) △1,137 ( － ) △648 ( － ) 

2022年 3月期 6,535 (△15.9) 6,530 (△15.7) 630 (△59.9) 1,059 (△43.3) 

 
 

 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

営業収益 
営業利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2023年 3月期 90 (△88.4) 3 7 － － 0.4 △1.7 △28.6 

2022年 3月期 781 (△36.1) 26 57 － － 3.2 2.7 9.6 
 
 
 
(2) 財政状態   

 総資産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
自己資本規制比率 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 ％ 

2023年 3月期 34,415 21,913 63.7 745 39 373.9 

2022年 3月期 36,645 23,595 64.4 802 58 328.2  
 
  
2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 配当金総額 

（年額） 
配当性向 純資産配当率 

(基準日) 中間期末 期末 年間 
 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

2022年 3月期 － － 21 25 21 25 624 80.0 2.6 

2023年 3月期 － － 2 14 2 14 62 69.7 0.3 

2024年 3月期 
(予想) 

－ － 未定 未定 － － － 

 
 

 
3. その他 

 重要な会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         無 
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１ 経営成績 

当期のわが国経済は、2022 年の夏以降停滞感が強まり一進一退の展開となりました。世界経済の

減速や長引く原材料高、半導体市況の低迷などが重石となった一方、新型コロナウイルスの感染対

策の緩和に伴う経済活動の活発化、人流の回復が内需を押し上げ、下支えました。証券市場におき

ましては、日経平均株価が 2 万 7000 円台を中心にもみ合う展開となりました。 

当期の株式流通市場は、一進一退を続ける国内の景気動向や米国の金融引き締めを背景に膠着感

の強い相場展開が続きました。2022 年８月には米国のインフレにピークアウト感が拡がったことを

好感し、17日に２万 9,222円 77銭の高値を付けましたが、12月には日銀の大規模な金融緩和の修正

を受けて大きく値を下げ、2023 年１月４日の大発会には２万 5,716 円 86 銭の安値を付けました。そ

の後、中国のゼロコロナ政策終了を受け反発し、年度末の終値は２万 8,041円 48銭（前年度比 0.8％

上昇）となりました。 

当期の国内債券流通市場においては、欧米の長期金利が急速に上昇し、国内長期金利の上昇も加

速しました。特に長期金利が日銀の変動範囲上限としている水準に接近した際には、日銀は積極的

に指値オペを実施しました。6 月には、各国の中央銀行の利上げ姿勢が強まり、国内長期金利は一時

0.265%をつけるなど債券市場は大きく変動しました。12 月には、日銀金融政策決定会合において、

長短金利操作の運用について国債買入れ額を大幅に増額しつつ、長期金利の変動幅を従来の「±

0.25%程度」から「±0.50%程度」に拡大することが公表されたことで、ほぼ全ての年限の金利が上

昇しました。その後も、日銀が各年限において、機動的に買入れ額のさらなる増額や指値オペを実

施することを公表しましたが、変動幅の上限となる 0.50%近辺で推移しています。 

為替市場においては、インフレに対処するためのＦＲＢの利上げに伴い、米ドル円相場は年初で

は 115円台でしたが、10月下旬には 151 円 90 銭台になりました。その後は政府・日銀による為替介

入や 12 月の日銀政策決定会合での長期金利変動許容幅の拡大を受け、127 円台まで円高が進んだも

のの期末は 133 円台となりました。 

当期の業績は、営業収益 39 億 85 百万円（前年同期比 61.0％）、経常利益は△６億 48 百万円（前

年は黒字）となりました。また、法人税、住民税及び事業税 24 百万円を差し引いた当期純利益は 90

百万円（同 11.6％）となりました。 

 

(1) 受入手数料 

受入手数料は 32億 72 百万円（前期比 94.3％）となりました。内訳は以下のとおりです。 

①  委託手数料 

当期の東京証券取引所の一日当り平均売買代金（内国普通株式）は３兆 4,995 億円（前年度

比 103.7％）となり、株式委託手数料は 17億４百万円（同 100.5％）となりました。 

② 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

当期の株券引受高は 1 百万円（前期比 0.2％）、債券引受高は 45 億 25 百万円（同 39.9％）と

なり、引受け・売出し手数料は２百万円（同 21.6％）となりました。 

③ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料 

募集・売出しの取扱手数料は９億２百万円（前期比 73.6％）、その他の受入手数料は５億 33



  
(ちばぎん証券) 

―3― 

百万円（同 119.0％）となりました。これらの手数料の主なものは投資信託の募集販売手数料お

よび代行手数料であります。投資信託の募集販売手数料は８億 97 百万円（同 73.9％）、代行手

数料は４億 74百万円（同 116.5％）となりました。 

 

 

(2) トレーディング損益 

トレーディング損益は、株券等が３億 21 百万円（前期比 50.9％）、債券等が３億 20 百万円（同

13.3％）、その他が△11百万円となり、合計６億 30百万円（同 21.1％）となりました。 

 

(3) 金融収支 

金融収益は 82 百万円（前期比 100.0％）、金融費用は８百万円（同 165.4％）となりました。こ

の結果、金融収支は 74百万円（同 95.9％）となりました。 

 

(4) 販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費は、51億 14 百万円（前期比 86.7％）となりました。 

 

(5) 営業外損益 

営業外損益は、営業外収益に受取配当金など４億 97 百万円 営業外費用に８百万円を計上いた

しました。 

 

(6) 特別損益 

特別損益は、特別利益に投資有価証券売却益など７億 83百万円、特別損失に 20百万円を計上い

たしました。 
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２ 財務諸表 
(1) 貸借対照表 

（単位：百万円） 

科目 前期 

(2022年 3月 31日) 

当期 

(2023年 3月 31日) 

(資産の部)   

流動資産 19,824 19,460 

 現金・預金 5,185 5,910 

 預託金 7,800 7,200 

  顧客分別金信託 7,800 7,200 

 トレーディング商品 828 783 

  商品有価証券等 828 783 

  デリバティブ取引 0 － 

 約定見返勘定 64 2 

 信用取引資産 4,502 4,574 

  信用取引貸付金 4,437 4,553 

  信用取引借証券担保金 64 20 

 立替金 949 672 

 短期貸付金 2 1 

 その他の流動資産 490 315 

   

固定資産 16,820 14,954 

 有形固定資産 3,654 3,510 

建物 2,028 1,957 

器具備品 258 191 

土地 1,368 1,360 

 無形固定資産 48 37 

 投資その他の資産 13,117 11,406 

  投資有価証券 12,782 11,127 

  長期差入保証金 224 222 

  その他 111 56 

   

 資産合計 36,645 34,415 
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（単位：百万円） 

科目 前期 

(2022年 3月 31日) 

当期 

(2023年 3月 31日) 

(負債の部)   

流動負債 9,377 9,351 

 トレーディング商品 － 0 

  デリバティブ取引 － 0 

 信用取引負債 345 663 

  信用取引借入金 195 539 

  信用取引貸証券受入金 150 123 

 預り金 7,368 7,214 

  顧客からの預り金 6,602 6,377 

  募集等受入金 － 9 

  その他の預り金 765 828 

 受入保証金 1,064 790 

 賞与引当金 204 202 

 役員賞与引当金 12 － 

 その他の流動負債 382 480 

   

固定負債 3,648 3,125 

 繰延税金負債 2,948 2,449 

 退職給付引当金 593 582 

 役員退職慰労引当金 81 74 

 その他の固定負債 25 19 

   

特別法上の準備金 24 24 

 金融商品取引責任準備金 24 24 

   

 負債合計 13,050 12,501 

(純資産の部)   

株主資本 16,670 16,136 

 資本金 4,374 4,374 

 資本剰余金 3,305 3,305 

  資本準備金 3,305 3,305 

 利益剰余金 8,991 8,456 

  利益準備金 450 450 

  その他利益剰余金 8,541 8,006 

   別途積立金 5,968 5,968 

   繰越利益剰余金 2,573 2,038 

   

評価・換算差額等 6,924 5,777 

 その他有価証券評価差額金 6,924 5,777 

   

 純資産合計 23,595 21,913 

 負債・純資産合計 36,645 34,415 
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(2) 損益計算書 
（単位：百万円） 

科目 
前期 

(自 2021 年 4 月 1 日 

至 2022 年 3 月 31 日) 

当期 

(自 2022 年 4 月 1 日 

至 2023 年 3 月 31 日) 

営業収益 6,535 3,985 

 受入手数料 3,471 3,272 

 トレーディング損益 2,981 630 

 金融収益 82 82 

金融費用 4 8 

純営業収益 6,530 3,977 

販売費・一般管理費 5,900 5,114 

  取引関係費 1,758 1,059 

  人件費 2,643 2,658 

  不動産関係費 389 297 

  事務費 646 644 

  減価償却費 141 184 

  租税公課 173 122 

  その他 147 147 

営業利益又は営業損失(△) 630 △ 1,137 

営業外収益 432 497 

  受取配当金 408 421 

その他 24 75 

営業外費用 3 8 

経常利益又は経常損失(△) 1,059 △ 648 

   

特別利益 0 783 

 固定資産売却益 0 90 

 投資有価証券売却益 － 693 

金融商品取引責任準備金戻入 － 0 

   

特別損失 38 20 

 固定資産除却損 21 0 

 投資有価証券評価損 － 1 

 和解損失 － 14 

 金融商品取引責任準備金繰入 2 － 

 減損損失 14 4 

税引前当期純利益 1,021 114 

法人税、住民税及び事業税 239 20 

法人税等調整額 1 4 

当期純利益 781 90 
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(3) 株主資本等変動計算書 
 

前期（自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日） 
（単位：百万円） 

 株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

2021年４月１日残高 4,374 3,305 － 3,305 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

    

事業年度中の変動額合計 － － － － 

2022年３月 31日残高 4,374 3,305 － 3,305 

 
 
 株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

2021年４月１日残高 450 5,968 2,769 9,187 16,867 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当   △977 △977 △977 

当期純利益   781 781 781 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

     

事業年度中の変動額合計 － － △196 △196 △196 

2022年３月 31日残高 450 5,968 2,573 8,991 16,670 

 
 
 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

2021年４月１日残高 7,778 7,778 24,645 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △977 

当期純利益   781 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

△854 △854 △854 

事業年度中の変動額合計 △854 △854 △1,050 

2022年３月 31日残高 6,924 6,924 23,595 

  



  
(ちばぎん証券) 

―8― 

当期（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 
（単位：百万円） 

 株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

2022年４月１日残高 4,374 3,305 － 3,305 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

    

事業年度中の変動額合計 － － － － 

2023年３月 31日残高 4,374 3,305 － 3,305 

 
 
 株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 繰越利益 
剰余金 

2022年４月１日残高 450 5,968 2,573 8,991 16,670 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当   △624 △624 △624 

当期純利益   90 90 90 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

     

事業年度中の変動額合計 － － △534 △534 △534 

2023年３月 31日残高 450 5,968 2,038 8,456 16,136 

 
 
 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

2022年４月１日残高 6,924 6,924 23,595 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △624 

当期純利益   90 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

△1,146 △1,146 △1,146 

事業年度中の変動額合計 △1,146 △1,146 △1,681 

2023年３月 31日残高 5,777 5,777 21,913 
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(4) 重要な会計方針 
 

１.トレーディング商品の評価基準及び評価方法 

売買を目的として自己の計算において保有する有価証券、有価証券に準ずる商品、デリバテ

ィブ取引、外国通貨等の売買取引をトレーディングと定め、それらトレーディング商品に属す

る有価証券及びデリバティブ取引等については時価法を採用しております。 

 

２.トレーディング商品に属さない有価証券、その他の商品の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属さない有価証券、その他の商品は時価法、取得価額との評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。また、市場

価格のない株式等については移動平均法による原価法によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、建物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ８～50年 

器具備品 ３～20年 
 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 
 

③ 長期前払費用 

均等償却しております。 

 

４．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額を計上して

おります。 
 

③ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。 
 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職に伴う退職金の支払に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。 
 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当事業年度末における支給見積

額を計上しております。 
 

⑥ 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の５の規定に基づき、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」第 175 条に定めるところにより算出した額を計上しております。  
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５．収益に関する計上基準 

当社は、主に顧客への金融サービス提供から生じる報酬および手数料により、収益を獲得して

おります。これらのサービスのうち主要なものとは、委託売買業務、引受業務、募集・売り出し

業務が該当します。 

委託売買業務については約定日に収益が認識されます。 

引受業務、募集・売り出し業務については当該業務の完了時点で収益が認識されます。 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 

 

 

（5）会計方針の変更 

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 令和３年６月 17 日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準

適用指針第 27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな

会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これにより市場における取引価格が存

在しない投資信託について、解約等に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重

要な制限の有無を判断したうえで、基準価額を時価とみなす取扱いを適用しております。これに

よる、財務諸表への影響はありません。 

 

（追加情報） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 2018年２月 16日）等を当

事業年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は

固定負債の区分に表示しております。 
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2023年 3月期 決算資料 
1.手数料収入 

（1）科目別内訳 
（単位：百万円） 

 前期 当期 
前期比 
（％） 

委 託 手 数 料 1,786 1,833 102.6 

（ 株  券 ） （ 1,697） （ 1,704） （100.5） 

（ 債  券 ） （     0） （     0） （ 42.7） 
引受け・売出し・特定投資家向け 
売付け勧誘等の手数料 

9 2 21.6 

（ 株  券 ） （   6） （   0） （  0.5） 

（ 債  券 ） （    2） （    1） （ 84.9） 
募集・売出し・特定投資家向け 

売 付 け 勧 誘 等 の取扱手数料 
1,226 902 73.6 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 448 533 119.0 

合  計 3,471 3,272 94.3 
 
 

（2）商品別 
（単位：百万円） 

 前期 当期 
前期比 
（％） 

株 券 1,725 1,712 99.3 

債 券 5 8 145.1 

受 益 証 券 1,711 1,501 87.7 

そ の 他 28 50 173.1 

合  計 3,471 3,272 94.3 
 
 

2.トレーディング損益 
（単位：百万円） 

 前期 当期 
前期比 
（％） 

株 券 630 321 50.9 

債 券 2,409 320 13.3 

そ の 他 △58 △11 － 

合  計 2,981 630 21.1 
 
 

3.株券売買高（先物取引を除く） 
（単位：百万株、百万円） 

 
前期 当期 前期比 (%) 

株数 金額 株数 金額 株数 金額 

合 計 162 303,865 175 289,749 107.9 95.4 

（自己） (    2) ( 51,695) (    1) ( 28,525) ( 72.0) ( 55.2) 

（委託） (  159) ( 252,169) (  173) ( 261,224) (108.4) (103.6) 

委託比率 98.6% 83.0% 99.0% 90.2% 

 東証シェア 0.020% 0.018% 0.021% 0.017% 

1 株当たり 

委託手数料 
10 円 61 銭 9 円 83 銭 
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4.引受け・募集・売出しの取扱高 
（単位：百万株、百万円） 

 前期 当期 前期比(%) 

引
受
高 

株 券 (株  数) 0.875 0.000 0.1 

〃 (金  額) 814 1 0.2 

債 券 (額面金額) 11,347 4,525 39.9 
 コマーシャル・ペーパー 
 及び外国証書等 

(額面金額) － － － 

※
募

集
売
出

し
の 

取

扱

高 

株 券 (株  数) 0.811 0.020 2.5 

〃 (金  額) 769 26 3.4 

債 券 (額面金額) 10,605 4,056 38.3 

受 益 証 券 (額面金額) 280,898 243,823 86.8 
 コマーシャル・ペーパー 
 及び外国証書等 

(額面金額) － － － 

(注) ※売出高及び私募の取扱高を含んでおります。 
 
 

5.自己資本規制比率 
（単位：百万円） 

 前期末 当期末 

基本的項目 資本合計 （Ａ） 16,046 16,073 

 その他有価証券評価差額金等  6,924 5,777 

補完的項目 金融商品取引責任準備金等  24 24 

 一般貸倒引当金  － － 

 計 （Ｂ） 6,948 5,801 

控除資産  （Ｃ） 6,712 6,547 
固定化されていない 

自己資本 
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 16,281 15,327 

 市場リスク相当額  3,264 2,692 

リスク相当額 取引先リスク相当額  149 144 

 基礎的リスク相当額  1,546 1,261 

 計 （Ｅ） 4,960 4,099 

自己資本規制比率 （Ｄ）／（Ｅ）×１００  328.2% 373.9% 
 
 

6.役職員数 
             （単位：人） 

 前期末 当期末 

役 員 14 14 

従 業 員 数 325 326 

※従業員数には臨時従業員(歩合外務員、臨時勤務者)を含んでおります。 

 


